建物賃貸借契約書(案)(本文のみ)
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第１条(使用目的)
　借主は、賃借物件（以下「本物件」という）を　飲食店兼雑貨販売　として使用するものとし、この目的以外に使用してはならないものとする。

第２条(契約期間)
　本契約の賃貸借期間は標記の通りとする。但し、契約期間満了２ヶ月前迄に書面により貸主または借主から何等の申し出がない時は、賃貸借期間満了日の翌日より起算して２年更新されたものとし、以後も同様とする。また申し出が無い時は、同一条件で契約が更新されたものとする。

第３条(賃料及び共益費等)
賃料は標記の通りとし、借主は賃料及び共益費等の合計額を毎月末日までに翌月分を貸主の指定する方法で支払うものとし、振込料は借主の負担とする。
尚、使用時の賃料、共益費は指定日からの日割り計算とするが退去時は、賃料等の日割計算は行わず月割計算とする。

第４条(敷金)
　本契約に基づく借主の債務を担保する為、借主は敷金として、標記の通り契約締結と同時に貸主に預託するものとする。尚、敷金については無利息とし、本証を持って預り証とする。
①　敷金は、借主が本物件を明渡した場合に次の未払い債務金額を控除した残額を返還するものとする。
１．賃料及び共益費の滞納
２．第１７条に定める損害金
３．その他本契約に基づく借主の一切の金銭債務
②　敷金の額が、前項の支払額に対して、不足する場合借主は不足の通知を受けた日より、１週間以内に不足額を支払わなければならない。
③　借主は本契約期間内において、賃料その他の債務と敷金とを相殺することは出来ない。
④　借主は、本物件を完全に明け渡し、且つ本契約書及び鍵の返還、公共料金(電気・ガス・水道・電話料金等)の精算後でなければ敷金の返還は受けられないものとする。
⑤　敷金返還の時期は、全ての精算作業完了明渡後１ヶ月以内とする。
⑥　借主は、敷金の返還請求権について第三者に譲渡・質入・担保差し入れ等を行ってはならないものとする。　

第５条(礼金)
　本契約時に借主は礼金として、貸主に標記の通り支払うものとし、本契約締結後返還されないことを借主は、了承したものとする。

第６条(賃料及びその他の変更)
　貸主は次の各項のいずれかに該当する事項でその必要が認められる場合は賃料、共益費及び敷金の額の改定を行うことが出来るものとする。
　この場合、借主は適正の範囲内において改定に応じなければならないものとする。
①物価又は近隣の建物賃貸借料等に変動が生じたとき。
②本物件を含む一棟建物（以下、「建物｣という」）の維持管理費用火災保険料、地代および公租公課等、特に消費税率が変更したとき。
③建物に改良が施されたとき。
④消費税率が変更したとき。

第７条(造作工事等)　
借主は本物件内について内装、設備工事及び改造、変更工事等を施工するときは仕様、工程、設計図、施工業者等、事前に貸主の承諾を得た後に自らの責任と費用負担のもとに実施するものとする。その場合、周辺の第三者に損害・迷惑等を及ぼすことのないよう注意して施工するものとし当該工事によって本物件、又は近隣物件を毀損したときは直ちに貸主、当事者に通知し、その損害を賠償しなければならない。又、近隣、第三者から異議苦情等が寄せられた場合は借主の責任と負担において速やかに解決しなければならない。

第８条(契約期間中の修繕)
　貸主は原則として本物件の躯体、主要構造部分に関しては貸主が必要な修繕をしなければならない。
但し、借主が改築した部分についてはすべて借主で修繕するものとする。

第９条(借主の修理)
　借主(その関係者等を含む)の故意、過失及び怠慢により、本件建物、設備品並びに本物件に損傷、破損、滅失、その他の損害を貸主に与えた時は、借主は直ちにその旨を貸主に連絡し、至急に修理回復に要する費用を払い、貸主が蒙った損害を賠償するものとする。また、明渡時に発見した損傷及び契約違反等による損害についても、借主は貸主にその損害を賠償するものとする。

第１０条(賃借人の義務)
　借主は、本物件及び建物の共用部を善良なる管理者の注意をもって保全し、使用しなければならないものとする。

第１１条（反社会的勢力ではないことの確約）
　貸主及び借主は、それぞれ相手方に対し、次の各号に定める事項を確約する。
①自らが、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第二号に規定する暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成員（以下総称して「反社会的勢力」という）ではないこと。
②貸主又は借主が法人の場合、自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう）が反社会的勢力ではないこと。
③反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この契約を締結するものではないこと。
④自ら又は第三者を利用して、次の行為をしないこと
・相手方に対する脅迫的な言動又は暴力を用いる行為
・偽計または威力を用いて相手方の業務を妨害し、又は信用を毀損する行為

第１２条(届出を必要とする事項)
　借主は次の各項のいずれかに該当する場合は、直ちにその旨、書面をもって届出なければならないものとする。
①借主又は連帯保証人の住所・氏名又は職業・勤務先に変更が生じたとき。
②連帯保証人が死亡し、又は後見、保佐、補助の審判を受け若しくは倒産又は解散等したとき。
③本物件及び建物が破損し、又は破損の恐れがあるとき。
④鍵を紛失、取り替えるとき。

第１３条(届出及び貸主の承諾を必要とする事項)
　借主は次の各項のいずれかに該当する場合は、直ちにその旨を書面をもって届出、貸主の承諾を得なければならないものとする。
①借主、その使用人若しくは関係者が引き続き一ヶ月以上、本物件を使用しないとき。
②本物件内の内装の現状を変更する場合、貸主の承諾する工事人に施工させること。工事費用は、借主の負担とする。
③重量物を本物件及び敷地内に搬入するとき。
④本物件、又は敷地内の設備造作に修繕の必要があり、その修繕が借主の負担に属する場合の修繕方法。

第１４条(禁止事項)
　借主は、次の各項の行為をしてはならないことはもちろん使用する関係者にも遵守させるものとする。
①借主は、本物件の全部又は一部を転貸(同居、共同使用、その他これに準ずる一切の行為)、もしくは賃借権を譲渡してはいけない。
②借主は、本物件の賃借権を譲渡してはいけない。
③借主は、本物件及び敷地内において、猛獣・蛇・犬・猫・小鳥等を搬入、飼育してはならない。
④石油ストーブは、使用してはならない。
⑤鉄砲・刀剣類・爆発性のある物品、その他若しくは不潔、悪臭のある物品を本物件または敷地内に搬入・格納してはならない。
⑥借主又は関係者は、貸主又は貸主の依頼人及び近隣者に対して次に掲げる行為はしてはならない。　暴言暴行・飲酒狂乱等の行為・本物件内外における、近隣者への迷惑行為。
⑦借主は、貸主の指定した場所(室名札・郵便受け)の氏名表示以外に提示、張り紙、看板設置、広告などをしてはならない。
⑧借主は本物件の内部以外の場所（廊下、階段、その他共用部分等）に借主の私有物を放置又は設置等をしてはならない。
⑨貸主の承諾なく、改装、造作の新設その他現状を変更すること。
⑩電気、ガス、給排水等の建物設備の容量に影響を及ぼす設備機器等を新設、付加、除去、変更すること。
⑪本物件の鍵を許可無く取り替えること。
⑫①の規定にかかわらず、本物件の全部又は一部につき、反社会的勢力に賃借権を譲渡し、又は転貸すること。
⑬本物件を反社会的勢力の事務所その他の活動の拠点に供すること。
⑭本物件又は本物件の周辺において、著しく粗野若しくは乱暴な言動を行い、又は威勢を示すことにより、付近の住民又は通行人に不安を覚えさせること。
⑮本物件に反社会的勢力を居住させ、又は反復継続して反社会的勢力を出入りさせること。

第１５条(解約)
　貸主、借主双方共、本物件を解約しようとする場合は、それぞれ書面をもって相手方に通知しなければならないものとする。但し、借主は貸主が指定した解約通知書を使用すること。その場合、貸主が止むを得ない状況により解約を申し出る場合は６ヶ月以上、借主が解約を申し出る場合は２ヶ月以上の猶予期間を置くものとする。借主は、予告の如何にかかわらず２か月分の賃料及び共益費等相当額を貸主に支払った場合に限り、即時解約することができる。
借主は、理由の如何を問わず解約申込の取り消し、変更等は原則として出来ない。

第１６条(契約の解除)
　借主が次の各項の一つでも該当する行為を行った場合は、貸主は何等催告をせず直ちに本契約を解除することができるものとする。
①不正な行為によって不当に使用し、貸主及び他の賃借人に迷惑を及ぼしたとき。
②借主が、特別の事由無く貸主に通知しないで、本物件を１ヶ月以上使用しないとき。賃借継続の意思がないと認めた時。
③賃料を２ヶ月以上支払わないとき。
④借主の責に帰すべき事由により本物件及び付帯する施設を消滅又は破損し原状復帰の要求に応じないとき。又はこれに要する費用を賠償しないとき。
⑤共同の秩序を乱す行為(近隣居住者等に迷惑、不安を抱かせる等)があったとき。
⑥暴力団組織の表示又はその事務所として使用したとき、又はその恐れがあるとき。
⑦建物、室内及び廊下等の周辺において、暴力団関係者と認められる服装態度等で、徘徊し、近隣者及び付近住民に不安を抱かせるような行為をしたとき。
⑧賭博、又は競馬、競輪、競艇等ののみ行為をしたとき。
⑨風俗営業、売春の場所として使用、提供、又は電話を利用しての売春婦の斡旋等の行為をしたとき。
⑩覚醒剤麻薬類の所持、密売、製造等の場所として使用し、その他あらゆる犯罪の共用場所として法令又は公序良俗に触れるような行為があったとき。
⑪借主、入居者及びその関係者が反社会的組織（暴走族、過激的な政治団体、反社会的な宗教団体等）と判明したとき。
⑫借主が、第三者により強制執行又は破産宣告、差し押さえ、仮差し押さえ、仮処分を受けた時、及び後見、保佐、補助、開始の審判を受けた時、あるいは禁固以上の刑に処されたとき。
⑬借主が税金滞納処分、手形、小切手の不渡り処分、銀行取引停止処分等がなされたとき。
⑭借主が民事再生、会社更生、特別精算手続の開始に至ったとき。
⑮借主が賃料等の支払いをしばしば延滞、滞納し、貸主との信頼関係が破綻したとき。
⑯その他本契約書条項のいずれか一つでも違反したとき。
⑰第１１条の確約に反する事実が判明したとき。
⑱契約締結後に自ら又は役員が反社会的勢力に該当したとき。
⑲貸主は、借主が第１４条⑫・⑬・⑭・⑮に掲げる行為を行った場合は、何らの催告も要せずして、本契約を解除することができる。

第１７条(損害賠償)
　借主又はその関係者が、責に帰すべき事由により本物件（付帯施設設備等を含む)及び建物の共用部分等に破損故障等を生じさせた場合は、直ちに原状に復し借主の責任と負担により解決しまたそれにより生じた損害を賠償しなければならないものとする。

第１８条(立入検査)
　貸主又は貸主の依頼人は、建物の管理上、賃貸している本物件内に立入り検査をする必要が生じた場合は、あらかじめその旨を借主に通知し、借主の立会いのもとにこれを行うことが出来るものとする。緊急の場合は、この限りでないものとする。

第１９条(契約終了)
　本契約が終了したときは、次のとおりとする。
①明渡し時の賃料は月割りで精算し、日割計算はしない。
②借主は、直ちに本物件を明け渡し貸主に返還すること。
③本契約終了後１０日間経過したにもかかわらず、本物件内に借主の残置した物品等があるときは、借主はその残置した物品等の所有権を放棄したものとし、貸主は処分することが出来るものとする。その場合、借主は異議等を申し立てることができず、尚、処分等に要した費用は借主の負担とする。
④本契約の終了と同時に借主が、本物件を明渡さないときは、借主は本契約の終了の翌日から明渡し完了に至る迄の賃料相当額の倍額並びに付帯費用(共益費等)の諸費用相当額を貸主に支払い、且つ明渡し延滞により貸主が蒙った一切の損害を賠償しなければならない。
⑤借主は明渡しに際し移転料、立退料変更した箇所、及び造作物の買い取り、その他の諸経費についての請求を一切することが出来ない
⑥借主は造作箇所や借主の過失による破損箇所のある場合は直ちに原状回復又は修理し、貸主へ引き渡すものとする。但し自然損耗に関してはこの限りではない。

第２０条（明渡し）
借主は、明渡しの場合、次の各項を実行しなければならない。
①借主及び関係者全てのものの退去。
②借主の所有物及び搬入したすべての備品等の搬出。
③本物件内外の清掃及びゴミ汚物の撤去処理。
④退去に伴う電気・ガス・水道等の代金清算手続き。
⑤貸主の承諾のもとに内装等の原状を変更した場合における原状回復。但し貸主が回復を希望しない場合はこの限りではない。その他の事項は貸主の指示に従うものとする。
⑥鍵(複製したもの全て)、本契約書の返還。

第２１条(契約の終了)
　本物件又は建物が朽廃・天災地変・火災等により減失、若しくは使用不能になったとき、法令、命令、
　公共事業のための収去又は使用禁止等の事由が発生したときは、本契約の目的が達成できなくなったときは、本契約を当然終了するものとする。

第２２条（免責事項）
　貸主は天災地変(地震、風水害等)、火災、盗難はもとよりその他貸主の責に帰することが出来ない事由で借主が蒙った損害に対してその責に任じない。
　借主の責に帰すべき事由による場合はもとよりその他貸主の責に帰すべからざる事由により、本物件が減失するなどして本物件が使用不能になった場合、本契約は当然終了し、その場合、貸主は敷金を返還することを要しないものとする。

第２３条(鍵の紛失)
　借主が鍵を紛失したときは、実費負担にて鍵を取り替える。又、鍵の紛失による一切の事故等の責任を借主が負うものとする。

第２４条(行方不明の場合の措置)
　借主が１ヶ月以上行方不明で連絡ができない場合は、借主が本物件の賃借権を放棄したものとみなし本契約は当然に終了するものとする。尚、貸室内に残置した動産その他借主の所有物件についても、所有権を放棄されたものとして、貸主において任意に処分しても借主は異議を述べないものとする。尚、処分費用は借主の負担とする。

第２５条(連帯保証人)
　連帯保証人は、借主と連帯してこの契約に基づく借主の貸主に対する一切の義務に付いて履行の責を負うものとする。
連帯保証人は本契約の更新、変更がなされた後も引き続きその責を負うものとする。
連帯保証人が行方不明、死亡、または後見、補佐、補助の審判を受け、若しくは倒産・解散したとき等、無資力等の理由により連帯保証の責を果たしえないとき借主は、直ちに貸主の承諾を得た新たな連帯保証人をもって本契約書の連帯保証人の変更をするものとする。

第２６条(入居中の費用負担事項)
　電気・ガス・水道・電話使用料等の使用に関しては借主が負担するものとする。又、自治会の会費が必要な場合は、自治会指定の方法により借主が負担し支払うものとする。
本契約存続中は、借主の負担で貸主指定の借家人賠償特約付損害保険に加入するものとする。

第２７条(公正証書)
　貸主の都合において本契約に関し、公正証書を作成する必要が生じた時は、借主は異議無く協力し、その費用は貸主及び借主が負担するものとする。

第２８条(管轄裁判所)
本契約に関する訴訟は、建物の所在地を管轄する裁判所で行うことを貸主・借主、連帯保証人共承諾するものとする。

第２９条(その他)
　この契約の各条項の解釈に疑義が生じた時、若しくはこの契約に定めのない事項については諸法令・習慣に従って、貸主、借主誠意をもって協議の上、処置するものとする。この場合、当事者、連帯保証人、管理者、若しくは仲介業者以外の第三者は介入できないものとする。

第３０条(個人情報の取り扱いに関する同意)
　借主及び連帯保証人は、貸主が借主、連帯保証人の個人情報を次の利用目的のために利用することに同意する。
①本物件の売買(信託の設定、信託受益権の売買を含む)、賃借権、管理等の取引に関する契約の履行、情報、サービスの提供(投資物件としての検討目的を含む)。
②前項の目的を達成する為に必要な範囲内で、本物件の購入希望者、信託受託者、宅地建物取引業者等の第三者に対して提供すること。

第３１条(特約条項)
第１項　借主は、本物件を現状有姿のまま引渡しを受けるものとする。
第２項　借主は、本物件2階部分を使用する場合は、建物の強度、現況を把握の上、自己責任として使用するものとする。万一、2階部分の使用にあたり何らかの事故、不具合が生じたとしても貸主は一切責任を負わないものとする。
第３項　標記の賃貸面積について建物登記簿面積と、実質の使用有効面積が異なることを互いに了承するものとする。
第４項　借主が本物件を明け渡す際、床、壁、天井等は現況のまま残存することができるが造作し、備え付けた家具、備品、設備機器等は原則として撤去しなければならない。但し貸主が承諾した場合に限り無償にて残存することができる。
第５項　近隣からの騒音・臭気等の苦情、トラブルは借主において処理、解決するものとする。
第６項　借主は、本契約後新法人を設立し、借主の名義をその新法人に変更する事を貸主は承諾するものとする。但し、その新法人は新契約と同時に家賃保証会社とも契約するものとする。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上


本契約の証として、本契約書２通を作成し、貸主、借主双方署名捺印の上、各１通ずつ保有する。

令和　　年　　月　　日


貸主	住所


氏名							印



借主	住所


氏名							印


連絡先		自宅　ＴＥＬ

携帯　ＴＥＬ

勤務先		住所

名称

連絡先


連帯保証人	住所


氏名				印


連絡先		自宅　ＴＥＬ

携帯　ＴＥＬ

勤務先		住所


名称


連絡先



仲介業者
